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産学連携の強化への期待産学連携の強化への期待

○知識社会の到来

・知識の創造・活用が経済活性化の要
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○大競争時代の到来

・産業空洞化の危惧、日本型経営の破綻

○大競争時代の到来

・産業空洞化の危惧、日本型経営の破綻

○「知」の創造拠点としての大学への期待
・研究者数：我が国の約1/3（26万人）
・研究費：我が国の約1/5（3.2兆円）
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・研究者数：我が国の約1/3（26万人）
・研究費：我が国の約1/5（3.2兆円）

○事業を担う産業界への要請

・高付加価値商品等の迅速な創造
・「選択と集中」（自前主義からの脱却）

○事業を担う産業界への要請

・高付加価値商品等の迅速な創造
・「選択と集中」（自前主義からの脱却）

☆大学が生み出した“知”の社会への還元☆大学が生み出した“知”の社会への還元 ☆産学連携を通じる新事業創出、経済活性化☆産学連携を通じる新事業創出、経済活性化

（産学連携）

ＴＬＯを通じた我が国の技術移転体制の強化
※大学発ベンチャー1000社計画
（抄；２００１年）

大学発ベンチャーを３年間で1000社
にすることを目標に、大学研究におけ
る競争導入を徹底的に進めるとともに、
大学等の組織運営の改革や「学」か
ら「産」への技術移転戦略の構築を
急ぐ。

「大学発ベンチャー3年1000社計画」

産学連携による産業技術人材の育成
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産学連携の系譜産学連携の系譜

【平成10年】
・「大学等技術移転促進法」(TLO法)策定→【措置内容】TLO（技術移転機関）の整備促進
・「研究交流促進法」改正→【措置内容】産学共同研究に係る国有地の廉価使用許可

【平成11年】
・『中小企業技術革新制度』（日本版SBIR）の創設
・「産業活力再生特別措置法」策定→【措置内容】日本版バイドール条項・承認TLOの特許料1/2軽減
・日本技術者教育認定機構（JABEE）設立

【平成12年】
・「産業技術力強化法」策定→【措置内容】国立大学研究者の役員兼業規程、

承認・認定TLOの国立大学施設無償使用許可
【平成13年】
・『新市場・雇用創出に向けた重点プラン』で「大学発ベンチャー3年1000社計画」発表

【平成14年】
・「蔵管一号」改正→【措置内容】大学発ベンチャーの国立大学施設使用許可
・ＴＬＯ法告示改正→【措置内容】承認TLOの創業支援事業円滑化

【平成15年】
・「学校教育法」改正→【措置内容】専門職大学院制度創設、学部・学科設置の柔軟化

アクレディテーション制度導入（平成16年度から）
【平成16年】
・「国立大学法人法」施行→【措置内容】教職員身分：「非公務員型」、承認ＴＬＯへの出資
・「特許法等の一部改正法」施行→【措置内容】大学、TLOに係る特許関連料金の見直し
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・『新市場・雇用創出に向けた重点プラン』で「大学発ベンチャー3年1000社計画」発表
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・「蔵管一号」改正→【措置内容】大学発ベンチャーの国立大学施設使用許可
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アクレディテーション制度導入（平成16年度から）
【平成16年】
・「国立大学法人法」施行→【措置内容】教職員身分：「非公務員型」、承認ＴＬＯへの出資
・「特許法等の一部改正法」施行→【措置内容】大学、TLOに係る特許関連料金の見直し
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Ⅰ．技術移転体制の強化Ⅰ．技術移転体制の強化



１．産学共同研究・委託研究の進捗状況１．産学共同研究・委託研究の進捗状況

○国立大学等と企業との共同・受託研究実績は着実に伸びてきている。（平成１５年度には、共同研究は約
８０００件、委託研究は約７０００件に増加。）

○他方で、提供目的が明確でない奨学寄付金の形態での資金提供は、横這い傾向。

○国立大学等と企業との共同・受託研究実績は着実に伸びてきている。（平成１５年度には、共同研究は約
８０００件、委託研究は約７０００件に増加。）

○他方で、提供目的が明確でない奨学寄付金の形態での資金提供は、横這い傾向。
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○資金提供目的が明確でない奨学寄付金の
形態での資金提供は、横ばい傾向。

○他方で、研究目的・成果物のイメージが明
確である共同・委託研究形態による資金提供
は、増加傾向。
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２．２．TLOTLO・知的財産本部の整備状況について・知的財産本部の整備状況について

○大学研究成果の民間企業への技術移転を促進するためＴＬＯ（技術移転機関）の整備を促進した結果、承
認ＴＬＯ数は３８機関（平成１７年現在）。また、大学学内の知財管理等を行う知的財産本部についてもTLOの
整備が進んでいる大学を中心に４３大学で体制構築が進められている。

○大学研究成果の民間企業への技術移転を促進するためＴＬＯ（技術移転機関）の整備を促進した結果、承
認ＴＬＯ数は３８機関（平成１７年現在）。また、大学学内の知財管理等を行う知的財産本部についてもTLOの
整備が進んでいる大学を中心に４３大学で体制構築が進められている。

筑波リエゾン研究所（筑波大）
東京大学ＴＬＯ（東大）【スーパーＴＬＯ】
生産技術研究奨励会（東大）
理工学振興会（東工大）【スーパーＴＬＯ】
農工大ティー・エル・オー（農工大）
よこはまティーエルオー（横国大、横市大）
日本大学産官学連携知財センター（日大）【スーパーＴＬＯ】
早稲田大学産学官研究推進センター（早大）
慶應義塾大学知的資産センター（慶大）
明治大学知的資産センター（明大）
タマティーエルオー（創価大、都立大）
キャンパスクリエイト（電通大）
東京理科大学科学技術交流センター（理科大）
山梨ティー・エル・オー（山梨大）
○東京電機大学産官学交流センター（電機大）
○日本医科大学知的財産・ベンチャー育成センター（日医大、

日獣医大）

東北テクノアーチ（東北大）【スーパーＴＬＯ】

北海道ティー・エル・オー（北大）

新潟ティーエルオー（新潟大）

浜松科学技術研究振興会（静大）

名古屋産業科学研究所（名大）【スーパーＴＬＯ】
○三重ティーエルオー（三重大）

関西ティー・エル・オー（京大、立命館大）【スーパーＴＬＯ】
大阪産業振興機構（阪大）
新産業創造研究機構（神大）

山口ティー・エル・オー（山口大）【スーパーＴＬＯ】

北九州産業学術推進機構（九工大）
産学連携機構九州（九大）

くまもとテクノ産業財団（熊本大）

金沢大学ティ・エル・オー（金沢大）

○鹿児島ＴＬＯ（鹿児島大）

信州ＴＬＯ（信州大）

○みやざきＴＬＯ（宮崎大）

○大分ＴＬＯ（大分大）

ひろしま産業振興機構（広島大）

岡山県産業振興財団（岡山大）

１５

（ ）内は主な提携大学
○・・承認ＴＬＯのみ設置
それ以外はＴＬＯと知財本部の両方が整備

※なお、知財本部のみを設置している大学は、群馬大、東京海洋大、北陸先
端科学技術大学院大、奈良先端科学技術大学院大、東海大の5校 ４

○長崎ＴＬＯ（長崎大）

テクノネットワーク四国（徳島大）



３．大学研究成果の技術移転の実績（日米比較）３．大学研究成果の技術移転の実績（日米比較）

○これまで、大学研究成果の民間企業への技術移転を促進するためＴＬＯ（技術移転機関）の整備
を促進した結果、ＴＬＯ全体のロイヤリティ収入５．５億円（承認ＴＬＯ数は３８機関）を達成。

○一方、米国のＴＬＯ全体のロイヤリティ収入が約１０億ドル（約１１００億円）程度であること
を考えると今後さらに我が国の技術移転体制を強化することが必要。

○そのためには、ＴＬＯと知財本部のさらなる連携を図りつつ研究成果の目利き能力やマーケティ
ング力を強化することが重要。

○これまで、大学研究成果の民間企業への技術移転を促進するためＴＬＯ（技術移転機関）の整備
を促進した結果、ＴＬＯ全体のロイヤリティ収入５．５億円（承認ＴＬＯ数は３８機関）を達成。

○一方、米国のＴＬＯ全体のロイヤリティ収入が約１０億ドル（約１１００億円）程度であること
を考えると今後さらに我が国の技術移転体制を強化することが必要。

○そのためには、ＴＬＯと知財本部のさらなる連携を図りつつ研究成果の目利き能力やマーケティ
ング力を強化することが重要。
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（件）

（千円）
 日 本 米 国 

TLO 数 37 機関 156 機関 

特許出願件数 1,679 件 6,509 件 

ライセンス件数 531 件 3,739 件 

ロイヤリティ収入 5.5 億円 10.0 億ドル 

ライセンス件数／特許出願件数 32% 57% 
 

大学研究者数 178 千人 186 千人 

 
注1：日本のTLO数は2004年5月現在。
注2：日本の特許出願件数、ライセンス件数、ロイヤリティ収入は平成15年度（単年度）実績（経済産業省調べ）。
注3：米国のTLO数、特許出願件数、ライセンス件数、ロイヤリティ収入は2002年度実績（AUTM調べ） 。
注4：米国の大学発ベンチャー企業数は1980年度から2002年度までの累計（AUTM調べ） 。
注5：大学研究者数は日本、米国ともに1999年（OECD調べ）

５

承認TLOの特許出願件数及びロイヤリティ収入の推移承認TLOの特許出願件数及びロイヤリティ収入の推移 ＴＬＯによる技術移転活動の日米比較ＴＬＯによる技術移転活動の日米比較


